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【論文要旨】
筆者は，拙稿「商店街衰退の要因とその復活のための方策1」において，商店街復活の主体は商
店街振興組合等の商店街組合が果たすべきであると位置づけ，その復活のための方策の一つに「商
店街の自主性・革新性を創造させる仕組みづくり」を挙げた。本稿は，みやのかわ商店街振興組合
（埼玉県秩父市）の高齢社会に対応した商店街活動（買い物代行“御用聞き”・出張商店街“楽楽屋
らくらくや
”
・ボランティアバンクおたすけ隊）に焦点を当て，高齢社会の現状と将来予測等を踏まえたうえで
実地調査による事例研究を行い，その方策の一つの妥当性や課題等を総合的に考察する。
事例研究の結果，高齢社会に対応した商店街活動の成功要因は，「お得意さんづくり」という旗
印（コンセプト）の下に商店街振興組合という組織をまとめ上げ，自主性・革新性から醸し出され
た取り組みにあると分析できることから，「商店街の自主性・革新性を創造させる仕組みづくり」
は商店街の復活のための方策の一つになるとの結論に至った。なお，商店街復活の方策の継続性と
いう観点からは，地元自治体等が商店街を側面から支援する方策も確立していく必要がある。
【キーワード】 商店街の衰退，高齢社会，商店街振興組合，商店街の復活，自主性・革新性
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. はじめに
2040年（平成52年）までに，全国に約1,800ある市区町村のうち896が消滅してしまう可能性が
ある2………2014年 5 月，日本創生会議・人口減少問題検討分科会が発表した提言「ストップ少子
化・地方元気戦略」は，日本中に大きな衝撃を与えた。
なぜ，そのようなことが起こりえるのか。同会議の増田寛也座長（元岩手県知事・元総務大臣）
は，「日本が『人口急減社会』になりつつあるからだ。今後，人口は減少し続けます。それは避け
られない。しかし，人口が急減すればレポートがより現実味を帯びるのです。原因は，若年女性が
地方から都市部へ流出することによる人口の減少，2010年と比較し，2040年に20～30代の女性が
半分以下に減る自治体が896にもおよぶ。出生率が下がり，自治体運営が立ちいかなくなるという
わけです3。」と述べ，直ちに議論と準備を重ね“消滅の危機”を回避せよと警告した。
日本は，この出生率低下による人口減少と地方から都市部への若者人口の流出に，高齢化問題も
立ちはだかり，少子高齢社会を迎えている。
「日本の将来推計人口―平成24年 1 月推計―」（国立社会保障・人口問題研究所）は，2010年
（平成22年）の合計特殊出生率4 1.385 は今後更に低下し，また，同年10月 1 日現在の高齢化率（65
歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合6）23.07 は今後更に上昇し，2010年（平成22年）国
勢調査による総人口 1 億2,806万人8 は，2060年（平成72年）には8,674万人9 に減少すると推計し
ており，更に少子高齢社会は進展することになる。
――
10 中小企業庁『平成27年度商店街実態調査報告書』，アストジェイ，2016年，4 頁。
11 東京大学高齢社会総合研究機構『東大がつくった確かな未来視点を持つための高齢社会の教科書』，ベネッ
セコーポレーション，2015年，14頁。
12 同上書，14頁。
13 総務省『我が国の推計人口―大正 9 年～平成12年―』第 3 表年齢（5 歳階級及び 3 区分），男女別人口（各
年10月 1 日現在），日本統計協会，2003年，27頁。
地域商業，特に来街者の減少，空き店舗の増加，経営者の高齢化等による後継者難等の大きな課
題を抱える全国各地の約15,000商店街（N＝14,655)10（以下，「地域商店街」とする）においても，
この少子高齢社会への対応は避けることのできない重要な課題である。
本稿は，この少子高齢社会の中で，地域商店街の商店街振興組合として特に高齢社会に対応した
共同事業（以下，「商店街活動」とする）を展開している，埼玉県秩父市のみやのかわ商店街振興
組合（以下，「本組合」とする）に焦点を当て，高齢社会の現状と将来予想，高齢社会の進展と地
域商店街への影響等を踏まえたうえで，その成功要因を分析するため実地調査により事例研究を行
う。そして，この事例研究を基に，拙稿「商店街衰退の要因とその復活のための方策」において，
地域商店街復活の主体は商店街振興組合等の商店街組合が果たすべきであると位置づけ，その復活
のための方策の一つに挙げた「商店街の自主性・革新性を創造させる仕組みづくり」の妥当性や課
題等を総合的に考察する。
なお，紙幅の関係上，1 事例に絞って考察するが，その 1 事例に本組合を選定する理由は，◯高
齢社会の中で，地域商店街は後述のとおり高齢者マーケットを捉えきれていないという現状下にお
いて，本組合は高齢社会に対応した商店街活動を次々と展開し成功を収めていること，◯本組合の
その商店街活動の中でも「ボランティアバンクおたすけ隊」は，後述のとおり高齢者を支え合う地
域包括ケアの福祉対策にも寄与する全国的にも珍しい商店街活動であること，◯秩父市の高齢化率
は30.3と非常に高く，県内の40市の中では第 1 位とトップの高齢社会の中で，本組合は後述の
とおり高齢社会に対応した商店街活動を地域経済及び地域社会の活性化にもつなげていること，に
ある。
. 高齢社会の現状と将来予想
最初に，高齢者の定義をみてみると，暦年齢で65歳以上の人を「高齢者」と取り扱うことが通
例となっているが，定義の由来は定かでない。1956年の国連（United Nations）の報告書「The
Aging of Populations and Its Economic and Social Implications人口高齢化とその経済的・社会的
意義）」において，65歳以上の人々を高齢者として取り扱ったことがその由来といわている11。次
に高齢化の区分をみると，高齢化した社会を表す言葉がいくつかあるが，人口に占める高齢者の割
合が 7を超えると「高齢化社会（aging society）」，14を超えると「高齢社会（aged society）」
と呼ぶことは世界共通の認識となっている（前述の国連の報告書に準拠したもの)12。これによる
と，日本の高齢化率は，1970年（昭和45年）に7.0713 と 7を超え「高齢化社会」に，1994年
――
表 先進諸国における高齢化のスピードの比較
国
65歳以上人口割合（到達年次) 経過年数（年間)
7 10 14 15 20 21 25 30 7→14【倍加年数】 14→21
韓国 1999 2007 2017 2019 2026 2027 2033 2041 18 10
シンガポール 1999 2013 2019 2020 2026 2027 2033 2043 20 8
日本 1970 1985 1994 1996 2005 2007 2013 2024 24 13
中国 2000 2017 2025 2028 2035 2037 2049 2063 25 12
ドイツ 1932 1952 1972 1976 2009 2013 2025 2034 40 41
スペイン 1947 1973 1991 1994 2024 2026 2034 2043 44 35
イギリス 1929 1946 1975 1982 2027 2030 2060 ― 46 55
ロシア 1968 1979 2017 2020 2040 2045 2055 ― 49 28
イタリア 1927 1964 1988 1991 2008 2013 2027 2037 61 25
カナダ 1945 1984 2010 2013 2024 2026 2052 ― 65 16
アメリカ 1942 1972 2014 2017 2031 2048 2093 ― 72 34
スウェーデン 1887 1948 1972 1975 2015 2021 2054 ― 85 49
フランス 1864 1943 1990 1995 2020 2023 2053 ― 126 33
＊1950年以前は UN, The Aging of Population and Its Economic and Social Implications (Population Studies,
No. 26, 1956）および Demographic Yearbook, 1950年以降は UN, World Population Prospects: The 2010
Revision（中位推計）による。ただし，日本は総務省統計局『国勢調査報告』および国立社会保障・人口
問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年 1 月推計）」［出生中位（死亡中位）］推計値による。1950年
以前は既知年次のデータに基に補間推計したものによる。それぞれの人口割合を超えた最初の年次を示
す。“―”は2100年までその割合に到達しないことを示す。国の配列は，倍加年数 7→14の短い順。
出所東京大学高齢社会総合研究機構『東大がつくった確かな未来視点を持つための高齢社会の教科書』，ベ
ネッセコーポレーション，2015年，16頁。
14 総務省，前掲書（注13），32頁。
15 東京大学高齢社会総合研究機構，前掲書（注11），15頁。
16 同上書，14頁。
（平成 6 年）に14.0614 と14を超え「高齢社会」となった。
この高齢化率が 7から14に至る年数は「倍加年数」と呼ばれ，高齢化のスピードを表す指標
となっている15。表 1 の「先進諸国における高齢化のスピードの比較」によると，これまでに14
を超えた国々の中では，日本の倍加年数24年というのは世界最短となっている。一方，スウェー
デンの倍加年数は85年，フランスの倍加年数は126年であって，日本と比べ，ゆっくり高齢社会に
対応した社会づくりを推進することが可能であった。
なお，近年，20あるいは21を超えた時に「超高齢社会」と呼ぶことがあるが，未だ世界的
な合意形成が行われていない状況にある16。しかしながら，これによると，日本は2007年（平成19
年）に21.4917 と21を超え，世界で最も早く「超高齢社会」となった。しかも，14から21
――
17 総務省『人口推計長期時系データ（平成12年～22年）』第 3 表年齢（5 歳階級及び 3 区分），男女別人口
（各年10月 1 日現在），http://www.estat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid＝000001039703&cycode＝0（ac-
cessed2016917）。
表 日本の高齢社会の現状
総人口の区分
2014年（平成26年）10月 1 日現在
総数（構成比) 男（構成比) 女（構成比)
総人口 12,708万人(100.0) 6,180万人(100.0) 6,528万人(100.0)
年少人口（0～14歳) 1,623万人( 12.8) 831万人( 13.4) 792万人( 12.1)
生産年齢人口（15～64歳) 7,785万人( 61.3) 3,926万人( 63.5) 3,859万人( 59.1)
高齢者人口（65歳以上) 3,300万人( 25.9) 1,423万人( 23.0) 1,877万人( 28.8)
うち65～74歳 1,708万人( 13.4) 810万人( 13.1) 898万人( 13.8)
うち75歳以上 1,592万人( 12.5) 613万人( 9.9) 979万人( 15.0)
出所総務省『人口推計―平成26年10月 1 日現在―』，日本統計協会，2015年，2628頁，をもとに筆者作成。
表 日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位推計)
年 人口総数
割 合
0～14歳 15～64歳 65歳以上
2020年(平成32年) 12,410万人 11.7 59.2 29.1
2030年(平成42年) 11,661万人 10.3 58.1 31.6
2040年(平成52年) 10,727万人 10.0 53.9 36.1
2050年(平成62年) 9,707万人 9.7 51.5 38.8
2060年(平成72年) 8,673万人 9.1 50.9 39.9
出所国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口推計―平成23（2011）～72
（2060）年―（平成24年 1 月推計）』，大應，2012年，79頁，をもとに筆者作成。
に至る経過年数も13年と，倍加年数より更に短い期間に高齢化が進んだ。
これらのことから，日本は，1970年以降の急速な高齢社会の中でその対策に追われてきたが，
1994年以降は，世界最高の高齢社会国として先例のない高齢社会対策の世界先頭を走り続けてい
ることが確認できる。
次に，我が国の高齢社会の現状は，表 2 の「日本の高齢社会の現状」によると，2014年（平成
26年）10月 1 日現在の65歳以上の高齢者人口は，過去最高の3,300万人で，年少人口（0～14歳）
1,623万人の 2 倍を超えている。男女別では男性が1,423万人，女性が1,877万人で，女性の方が454
万人多い。また，高齢化率も25.9と過去最高で，国民の約 4 人に 1 人が65歳以上の高齢者とな
った。男女別では男性が23.0，女性が28.8で，女性の方が5.8高い。加えて，75歳以上は
12.5で，初めて 8 人に 1 人が75歳以上となった。
また，我が国の高齢社会の将来予想は，表 3 の「日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位推
――
表 都道府県別高齢化率
順 位 2014年（平成26年) 2040年（平成52年)
1 秋田県 32.6 秋田県 43.8
2 高知県 32.2 青森県 41.5
3 島根県 31.8 高知県 40.9
4 山口県 31.3 北海道 40.7
5 和歌山県 30.5 徳島県 40.2
P P P P P
43 埼玉県 24.0 岡山県 34.8
44 滋賀県 23.4 東京都 33.5
45 愛知県 23.2 滋賀県 32.8
46 東京都 22.5 愛知県 32.4
47 沖縄県 19.0 沖縄県 30.3
― (全国平均) (26.0) (全国平均) (36.1)
出所総務省『人口推計―平成26年10月 1 日現在―』表10都道府県，年齢 3 区分別人口
の割合（各年10月 1 日現在），日本統計協会，2015年，12頁，国立社会保障・人口
問題研究所『日本の地域別将来推計人口―平成25年 3 月推計―』表―12都道府
県別65歳以上人口の割合，統計印刷工業，2013年，55頁，をもとに筆者作成。
計）」によると，総人口が減少する中で高齢者が増加することにより高齢化率は上昇を続け，2020
年（平成32年）には29.1，2030年（平成42年）には31.6，2040年（平成52年）には36.1，
2050年（平成62年）には38.8，そして，2060年（平成72年）には39.9に達し，国民の約2.5人
に 1 人が65歳以上の高齢者となる社会が到来すると推計されている。
更に，都道府県別の高齢化率の現状と将来予想は，表 4 の「都道府県別高齢化率」によると，
2014年（平成26年）では，高齢化率の最も高いのは秋田県の32.6，次には高知県の32.2，島
根県の31.8，山口県の31.3，和歌山県の30.5と続き，一方，最も低いのは沖縄県の19.0，
次には東京都の22.5，愛知県の23.2，滋賀県の23.4，埼玉県の24.0と続く。この高齢化率
の最も高い秋田県と最も低い沖縄県の差は，13.6と非常に大きい。
これが，2040年（平成52年）には，高齢化率の最も高い秋田県では11.2も上昇し43.8とな
る。また，最も低い沖縄県でも30を超えて30.3に達すると見込まれ，全都道府県で30を超
えることになる。
高齢社会といっても，高齢化率は47都道府県で大きな地域差が見られ，将来的にも大きな地域
差が見込まれている。この地域差は，47都道府県においては労働力人口や年金・医療・福祉等の
社会保障給付ばかりでなく，生産性，消費額等の様々な面に現れてくる。この状況は，前述の全国
の約1,800市区町村においても同様である。
これは，全国の約15,000商店街は，それぞれの地域商店街ごとに高齢社会の地域差に対応し続け
――
18 小川雅人「高齢社会と商店街」『日本流通学会誌流通』No22，田中プリント，2008年 6 月，4 頁。
表 商店街を訪れる来街者層（複数回答)
順位 2009年（平成21年) 2012年（平成24年) 2015年（平成27年)
1 主婦 81.9 高齢者 79.6 高齢者 82.2
2 高齢者 73.3 主婦 78.9 主婦 77.7
3 家族連れ 34.4 家族連れ 36.7 家族連れ 36.5
4 会社員 29.6 会社員 30.1 会社員 32.9
5 学生・若者 24.7 学生・若者 24.8 学生・若者 26.9
6 観光客 11.0 観光客 13.6
観光客(国内) 14.4
観光客(国外) 8.9
7 その他 2.5 その他 2.7 その他 2.8
8 無回答 1.3 無回答 1.7 無回答 2.9
＊2009年N＝3,402，2012年N＝2,866，2015年N＝2,945。
出所中小企業庁『平成21年度商店街実態調査報告書』，ちばぎん総合研究所，2010年，35頁，中小企業庁
『平成24年度商店街実態調査報告書』，アストジェイ，2013年，35頁，中小企業庁『平成27年度商店街
実態調査報告書』，アストジェイ，2016年，36頁，をもとに筆者作成。
なければならないことを意味する。よって，地域商店街は，それぞれの「地域の特性」に向き合っ
て高齢社会に対応した商店街活動を創造する必要がある。
. 高齢社会の進展による地域商店街への影響
高齢社会の進展による地域商店街への影響の視点は，◯顧客としての高齢者と◯商店経営者の高
齢化の二つに大きく分けることができる。これに関しては，先行研究でも顧客の高齢化による商店
街研究，実態調査は多いが，商店経営者の高齢化については多くの場合「商店街の課題」の一つと
して捉えられるに止まっていることが多い18。ここでは，◯の顧客としての高齢者の視点からみる
ことにする。
商店街を訪れる来街者層は，表 5 の「商店街を訪れる来街者層（複数回答）」によると，2009年
（平成21年）は「主婦（81.9）」，「高齢者（77.3）」の順であったが，2012年（平成24年）には
「高齢者（79.6）」が「主婦（78.9）」を上回り，一番多い来街者層となった。しかも，2015年
（平成27年）には「高齢者（82.2）」が「「主婦（77.7）」を大きく引き離し，引き続き一番多い
来街者層となった。前述のとおり今後も高齢者人口は増えることから，地域商店街を訪れる一番多
い来街者層は「高齢者」となるであろう。地域商店街にとっては，一番多い来街者層の「高齢者」
が地域商店街での購買に貢献してくれるなら，好影響をもたらすことになる。よって，地域商店街
は，高齢者を呼び込むための商店街活動に取り組むことが必要である。具体的には，高齢者向けの
イベントの開催，高齢者向けの休憩・交流スペースの確保等が考えられる。
――
19 齊藤毅憲・藤野次雄・松浦克己・南知恵子『アクティブ・シニアの消費行動』，中央経済社，2003年，99頁。
20 同上書，85頁。
21 総務省『平成27年通信利用動向調査の結果（概要）』，http://www.soumu.go.jp/main_content/000430969.
pdf（accessed2016917），2 頁。
22 中小企業庁，前掲書（注10），37頁。
図 インターネットの高齢者利用状況の推移（個人）
2011年末N＝41,900，2012年末N＝49,563，2012年末N＝38,144，2012年末N＝38,110，
2015年末N＝33,525
出所総務省『平成27年通信利用動向調査の結果（概要）』，http://www.soumu.go.jp/main_content/
000430969.pdf（accessed2016917），2 頁，をもとに筆者作成。
また，高齢者に対しては，「外出が少なくなる」，「おしゃれはしなくなる」，「地味で固定的な消
費で消費額は少なくなる」等の先入観があるが，最近，元気で好奇心が旺盛で，老人扱いを嫌う
「アクティブ・シニア」と呼ばれる層が増加傾向にあると言われている。よって，地域商店街は，
第一にこのアクティブ・シニアを認識しなければならない19。そして，アクティブ・シニア層を地
域商店街へどう誘導し，消費額の増大にどう結び付けるのかが強く求められる。具体的には，アク
ティブ・シニアの“成熟者のニーズ”というコンセプト20 に対応した接客態度等のサービス向上運
動等が考えられる。
一方，高齢者は IT 利用の経験が乏しく，また，その身体機能や認知機能が低下するといわれて
いるため，インターネット利用率は相当低いと思われがちであるが，図 1 の「インターネットの
高齢者利用状況の推移（個人）」によると，2015年末（平成27年末）では，「60～69歳」は76.6，
「70～79歳」は53.3，「80歳以上」は20.2と非常に高い。しかも，2011年末（平成23年末）と
比較すると，それぞれ111，126，141と高い増加率を示している。今後はインターネット利
用率の高い高齢者予備軍（2015年末利用率「40～49歳」96.5，「50～59歳」91.421）が高齢者
へ移行していくことを考えれば，高齢者の利用率は一層高まることは確実である。よって，地域商
店街は，インターネット利用率の高い高齢者を視野に入れ，IT を利活用した商店街活動に取り組
むことが必要である。具体的には，HP を保持している地域商店街は，最新イベントや個店情報の
発信，自宅にいながら買い物ができるオンライン・ショップの導入等が考えられる。
だが，「商店街がターゲットとしている層とその獲得のための取組状況22」をみると，商店街が
――
23 小川，前掲書（注17），4 頁。
24 中小企業庁，前掲書（注10），64頁。
25 経済産業省『買物弱者応援マニュアル Ver3.0』，2015年，http: //www.meti.go.jp /press /2015 /04/
20150415005/201504150054.pdf#search＝'E8B2B7E789A9E5BCB1E88085
E5BF9CE68FB4E3839EE3838BE383A5E382A2E383ABEF
BCB6EFBD85EFBD924.0E3808D'（accessed2016917）。
26 NHK「フードデザート～広がる食の砂漠～」『クローズアップ現代』，2010年 2 月 1 日放映。
27 木立真直「フードデザート問題と地域再生の展望」『生活協同組合研究』Vol.416，生協総合研究所，2010年
9 月，5 頁。
28 木立真直「フードデザートとは何か」『生活協同組合研究』Vol.431，生協総合研究所，2011年12月，6 頁。
29 農林水産省「生鮮品販売店舗までの距離が 500 m 以上の人口・世帯数推計」『農林水産政策研究所食料品ア
クセスマップ』，2013年，http://cse.primaŠ.aŠrc.go.jp/katsuyat/ˆg/table01.html（accessed2016917）。
ターゲットとしている層は，「主婦（57.6）」，「高齢者（50.9）」，「家族連れ（40.8）」の順と
なっている。そのターゲット層を獲得するための取り組みについては，「実施している」と回答し
た商店街は25.5と少なく，「検討中である（13.0）」と「実施していない（49.1）」と回答し
た合計は62.1と60を超えている。地域商店街においては，高齢者に対する視点もその獲得のた
めの取り組み意欲もまだまだ低いというのが現状である。この高齢者マーケットを捉えきれていな
い現状を，小川雅人は「商店街という場にとっては，高齢化は増加が期待できる顧客であったはず
である。しかし，全国的の高齢化が進展しても商店街は見放され続けている23。」と指摘している。
加えて，この地域商店街の取り組みは，空き店舗の発生増加という商店街の大きな課題に対して，
商店街としての「空き店舗の発生に対する取組24」は，46.5の商店街が「特に関与していない」
とする回答と全くで同じある。
更に，「買い物弱者」，「買い物難民」という言葉を耳にすることが実に多くなってきたが，経済
産業省が作成した「買物弱者応援マニュアル Ver3.025」によると，買い物弱者は「流通機能や交通
網の弱体化とともに，食料品等の日常の買物が困難な状況に置かれている人々」を指し，日本全国
の買い物弱者数は約700万人（60歳以上高齢者人口4,198万人×「日常の買い物に不便」と答えた
人の割合17.1）と推計され，前回調査（2010年）と比較すると増加傾向にあり，しかも，買い
物弱者は既に顕在化している農村・山間部のような過疎地に加え，今後都市部等でも顕在化するこ
とが予想されている。この買い物弱者とともに，「フードデザート」（Food Deserts食の砂漠）も，
テレビ放送26 等のマスコミで報道され注目されている。このフードデザートは，もともと1990年
に入ってイギリスにおいて，消費者が食品特に生鮮食品を容易に入手することができない消費者が
増え，長期的には健康上の被害を抱える事態が大きく取り上げられ，その後，アメリカ等でも同様
の問題の存在が指摘されることとなった27。また，その具体的指標として，およそ半径 500 m 圏内
に食品小売店がない地域とされる28。農林水産省農林政策研究所では，日本全国の人口分布と食料
品店の位置関係を実際に算出し，特に生鮮食料品販売店舗までの距離が 500 m 以上で自家用車を
持たない人口は850万人，うち65歳以上の高齢者は380万人にのぼると推計している29。
――
30 杉田聡『「買い物難民」をなくせ消える商店街，孤立する高齢者』，中央公論新社，2013年，62頁。
31 生没年不詳。第十代の天皇と伝えられる。名は御間城入彦（みまきいりひこ）。生存年代は明らかではない
が，大体 2 世紀から 3 世紀にかけて活動したらしい。詳しくは，河出孝雄『日本歴史大辞典』第11巻，河出
書房新社，1958年，53頁，を参照のこと。
32 秩父市誌編纂委員会『秩父市誌』，東京印刷館，1962年，1 頁。
33 府中市郷土の森博物館『和同開珎』，光村印刷，1999年，1 頁。
34 秩父市『秩父市くらしの便利帳2016』，サイネックス，2015年，8 頁。
35 秩父市『秩父市地域新エネルギービジョン』，2009年，55頁。
この買い物弱者，フードデザートに対しては，地域商店街や民間事業者が大きな困難を抱えなが
らも，独自に移動スーパー，高齢者を商店街へ送迎する独自なサービス等による買い物支援の輪を
広げつつある30。
. みやのかわ商店街振興組合の高齢社会に対応した商店街活動
本組合の高齢社会に対応した商店街活動をみる前に，秩父市を取り巻く環境を歴史的な背景を含
めながら鳥瞰してみる。これは，地域にはそれぞれ固有の自然，歴史，文化，風習等の特有なもの
を有しており，それを無視して地域商店街の振興・発展はあり得ないため，秩父市を取り巻く環境
が本組合の高齢社会に対応した商店街活動にどのように作用したのかを認識しておく狙いがある。
そして，本組合のあゆみと約30年も続いている「ナイトバザール」の秘訣をみた後に，本組合の
高齢社会に対応した三つの商店街活動を，その始めた理由，活動内容，成果等についてその実施順
にみることにする。
. 秩父市の概要（あゆみ，人口・高齢化率の動向，小売業の推移）
秩父市の「チチブ」という名のおこりに決定的な判断が下されていないが，「知知夫」という名
が我が国の古典に初めて現れたのは旧
く
事
じ
紀
き
国造本
こうぞうほん
紀
ぎ
である。同書に，「知知夫国造， 瑞籬
みずがきの
朝（崇
す
神
じん
天皇31）の御世に，八
やご
意思兼
ころおもいがねの
命
みこと
の十世の孫知知夫彦命国造に定め賜ふ」とあるため，第十代崇神
天皇の御代に知知夫国として開かれ，その後，元明天皇（第四十三代）の御代和銅 6 年 5 月に国，
郡，郷等の名は二字に定まり，「知知夫」が「秩父」に改まったのであろう32，とされている。ま
た，708年，武蔵国秩父郡から和銅すなわち自然銅が朝廷に献上され発行されたとされる「和同開
珎」は，我が国最古の銭貨とされている33。
秩父市は地理的には埼玉県の北西部にあり，面積 577,83 m2 で，埼玉県全体の約15を占めて
おり，都心まで約60～80 km 圏に位置し，周囲の山岳丘陵を眺める盆地を形成し，市域の87は
森林で，その面積は埼玉県の森林の約40を占めている34。首都圏からの交通アクセスは，池袋か
ら西武池袋線特急で約 1 時間20分，熊谷より秩父鉄道で約 1 時間10分を要する。
気候は，太平洋側内陸性気候に属し概ね温暖だが，盆地であるため寒暖の差が大きく，山地では
夏季に雷雨が多く発生し降水量も多く，山岳地方では冬季にはかなりの積雪となる35。
――
36 秩父市雇用創造協議会『実践型地域雇用創造事業地域再生計画』，2014年，1 頁。
37 埼玉新聞社『2008年版埼玉年鑑』記録編，和幸印刷，2007年，138頁。
38 昭和25年（1950年）4 月 1 日に市制をしき，29年原台（はらや）・尾田薪（おだまき）・久那（くな）村，32
年高篠（たかしの）・大田村，33年影森町を編入して現在の秩父市（旧秩父市）となった。詳しくは，国史
大辞典編集委員会『國史大辭典』第 9 巻，吉川弘文館，1988年，419頁，を参照のこと。
39 埼玉新聞社，前掲書（注36），138頁。
40 秩父市『第 2 次秩父市総合振興計画』，2016年，20頁。
41 埼玉県「表年齢 3 区分人口（市区町村別）」『町（丁）字別人口調査結果報告平成28年 4 月 1 日現在』，
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0206/a009/index.html（accessed2016917）。
42 埼玉県，前掲書（注40），https://www.pref.saitama.lg.jp/a0206/a009/index.html（accessed2016917）。
表 秩父市の人口・高齢化率の推移
2005年
(平成17年)
2006年
(平成18年)
2010年
(平成22年)
2015年
(平成27年)
2016年
(平成28年)
人 口 59,491人 72,397人 69,751人 66,073人 65,311人
高齢化率 22.9 24.4 26.6 29.5 30.3
＊各年とも 1 月 1 日現在である。
出所埼玉県「表年齢 3 区分人口（市町村別）」『各年町（丁）字別人口調査結果報告』，https://www.pref.
saitama.lg.jp/a0206/a009/index.html (accessed 2016917），をもとに筆者作成。
かつては，秩父盆地の政治経済の中心地として栄え，江戸時代には木材や絹織物の産業が盛んに
なり，明治中期から昭和初期にかけて「秩父銘仙」は最盛期を迎え，20世紀に入ると武甲山の豊
富な地下資源をもとにしたセメント産業を始め，繊維産業，林業が盛んになったが，近年は産業構
造の変化に伴い電子部品や精密機械器具製造等のものづくり産業が中心となっている36。
観光では，日本最大級の曳山祭りである「秩父夜祭」を始め，「羊山公園の芝桜」，吉田の「龍勢」，
大滝の「中津狭の紅葉」，荒川の「清雲寺のしだれ桜」と四季を通じての祭りがあるほか，秩父34
か所の「観音霊場巡り」でも知られている37。
なお，現在の秩父市は，2005年（平成17年）4 月 1 日に，旧秩父市38，吉田町，大滝村と荒川村
の 1 市 1 町 2 村の新設合併により誕生した39。そして，この合併の際に策定された「第 1 次秩父市
総合振興計画」は2015年度に最終の計画年度を迎え，2016年 3 月には「第 2 次秩父市総合振興計
画」を新たに策定し，将来都市像「豊かなまち，環境文化都市ちちぶ」の実現をめざして，まちづ
くりに取り組んでいる40。
次に，秩父市の人口・高齢化率の推移は，表 6 の「秩父市の人口・高齢化率の推移」によると，
現在（2016年 1 月 1 日）の人口数は65,311人で，県内の63市町村の中では35位である41。2006年
（平成18年）には，前年の新設合併により59,491人から72,397人に増加したものの，その後は減少
が続いている。一方，高齢化率は，現在（同上）30.3と初めて30台に突入し，こちらは県内の
63市町村の中では 9 位であり，40市の中では 1 位である42。2006年（平成18年）には，前年の高
齢化率の高い 1 町 2 村との新設合併のため22.9から24.4に上昇し，その後も上昇が続いている。
――
表 秩父市の将来推計人口
2020年
(平成32年)
2025年
(平成37年)
2030年
(平成42年)
2035年
(平成47年)
2040年
(平成52年)
人 口 59,445人 55,625人 55,856人 48,163人 44,535人
高齢化率 33.2 34.8 36.2 37.5 39.4
出所国立社会保障・人口問題研究所「男女・年齢（5 歳）階級別データ」『日本の地域別将来推計人口（平
成25（2013））年 3 月推計』，http://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson13/3kekka/Municipa-
lities.asp (accessed 201697），をもとに筆者作成。
表 秩父市小売業の商店数・従業員数・年間商品販売額・売場面積
年 商店数 従業員数 年間商品販売額 売場面積
2014年(平成26年) 539店 3,445人 609億6,300万円 85,750 m2
2012年(平成24年) 571店 3,661人 580億4,400万円 83,461 m2
2007年(平成19年) 814店 4,950人 723億2,200万円 99,106 m2
2004年(平成16年) 695店 4,041人 676億6,700万円 85,228 m2
2002年(平成14年) 746店 4,355人 626億7,800万円 81,151 m2
出所経済産業省『平成14年商業統計表』第 3 巻産業編（市区町村表），国立印刷局，2003年，83頁，経済
産業省『平成16年商業統計表』第 3 巻産業編（市区町村表），国立印刷局，2006年，68頁，経済産業
省『平成19年商業統計表』第 3 巻産業編（市区町村表），経済産業統計協会，2009年，83頁，総務
省・日本統計協会・経済産業調査会・経済産業統計協会『平成24年経済センサス―活動調査報告』第
7 巻卸小売業・小売業に関する小計その 3 産業編（市区町村表），経済産業統計協会，2014年，91頁，
経済産業省『平成26年商業統計表』第 3 巻産業編（市区町村表），経済産業統計協会，2016年，127頁，
をもとに筆者作成。
秩父市の将来推計人口は，表 7 の「秩父市の将来推計人口」によると，人口は今後も減少が続
き，2020年（平成32年）には 6 万人を割り込み，更に2035年（平成47年）には 5 万人を割り込み，
遂に2040年（平成52年）には44,535人と現在の人口の68.2まで減少する。一方，高齢化率は今
後も上昇が続き，遂に2040年（平成52年）には39.4と40直前まで上昇し，5 人に 2 人が高齢
者となる。
秩父市の小売業の状況は，表 8 の「秩父市小売業の商店数・従業員数・年間商品販売額・売場
面積」によると，直近調査の2014年（平成26年）時点の商店数は539店，従業員数は3,445人，年
間商品販売額は609億6,300万円，そして，売場面積は 85,750 m2 である。これは，埼玉県内の郡部
を除く40市の中では，商店数は19位，従業員数は25位，年間商品販売額は28位，売場面積は27位
にランクされ，いずれもほぼ中位に位置する。
2002年から2014年までの推移をみると，2007年は商店数，従業員数，年間商品販売額，売場面
店舗積の全てが増加している。これは，前述のとおり2005年 4 月 1 日に旧秩父市，吉田町，大滝
村と荒川村の 1 市 1 町 2 村の新設合併により現在の秩父市が誕生したために，1 町 2 村分が加算さ
れたことによるほか，売場面積については2005年 8 月に食品スーパーの 2 店舗（4,379 m2 と4,041
m2）が新規開店43 したことによる。
――
43 埼玉県「市町村別店舗一覧」『大規模小売店舗名簿』，15頁，https://www.pref.saitama.lg.jp/a0802/docu-
ments/sityousonnbetutenpo.pdf（accessed2016917）。
44 埼玉県『秩父市宮側町共栄会商店街診断勧告書』，1964年，2 頁。
45 さいたま地方法務局秩父支局『みやのかわ商店街振興組合法人登記簿謄本』名称・役員欄，2004年。
46 島田憲一（前理事長）に筆者インタビュー調査（調査日201683）。
47 地域型商店街とは，最寄品及び買回り品が混在する商店街で，近隣型商店街よりもやや広い範囲であること
から，徒歩，自転車，バス等で来街する商店街をいう。詳しくは，中小企業庁『平成27年度商店街実態調査
報告書』アストジェイ，2016年，12頁，を参照のこと。
48 中小企業庁『商店街実態調査報告書』では，商店街の立地環境を，「繁華街」，「住宅街」，「駅前・駅ビル」，
「ロードサイド」，「オフィス街」，「その他」，に分類している。詳しくは，中小企業庁『平成27年度商店街実
態調査報告書』，アストジェイ，2016年，11頁，を参照のこと。
直近調査の2014年と新設合併後の2007年を比較すると，この間に商店数は814店から539店の
34.8減に，従業員数は4,950人から3,445人の30.4減に，年間商品販売額は723億2,200万円から
609億6,300万円の15.7減に，そして，売場面積は99,106 m2 から85,750 m2 の13.5減にと，い
ずれも減少している。商店数の減少幅は30以上と非常に大きいのにも拘わらず，年間商品販売
額と売場面積の減少幅はその 2 分の 1 程度に留まっていることから，中小零細規模の商店が閉店
や廃業によりその数を急速に減らしたものと考えられる。
. 本組合の概要（あゆみ，ナイトバザール）
本組合は，1947年（昭和22年）4 月に設立された任意団体の「宮側町共栄会44」を発展的に解消
し，商店街振興組合法に基づき埼玉県知事から組合設立の認可を得，1990年（平成 2 年）4 月26
日45 に法人設立登記を済ませスタートした。
現在（2016年 8 月），組合員114人・105店舗（買回り品小売店15，最寄品小売店15，飲食店60，
サービス店10，その他 5)46 が，「ほっとすぽっと秩父館」を本組合の活動拠点として各種の商店街
活動を展開している。この「ほっとすぽっと秩父館」は，明治時代の商人宿を本組合が借り受けて
改装し，2008年にオープンしたもので，観光客への無料休憩所の提供のほか，地域の方々が手芸
品や陶芸品を展示販売するレンタルボックス，地元の採れたて野菜の販売コーナー等が設けられ，
地域情報の発信とともに地域の交流や観光の拠点となっている。
商店街のタイプは「地域型商店街47」に該当し，立地環境は，組合員の店舗が図 2 の「みやのか
わ商店街振興組合・マップ」のとおり，秩父鉄道の秩父駅前通りと駅前交差点の左右（国道299号）
200 m を中心に立地しているため「駅前・駅ビル48」とみられることが多いが，多数の裏通りにも
立地しており，商店街は宮側町という町内会全体の面で構成されている。なお，この町名の由来
は，「秩父神社の側
そば
」からきているという。
本組合の名前を全国に知らしめ，現在はさほど多くはないが全国各地から多くの視察者が押し寄
せたのが，約30年も続いている「ナイトバザール」である。このナイトバザールは，前述の任意
団体「宮側町共栄会」の青年部24人が勉強会をスタートさせ，ハード部会とソフト部会の半分に
――
図 みやのかわ商店街振興組合・マップ
出所みやのかわ商店街振興組合『みやのかわ商店街振興組合 HP』マップ，http://www.miyanokawa.com/
access.html（accessed2016917）。
49 毎日新聞社『毎日新聞（朝刊）』，1996年 2 年12日，22頁。
50 同上書，22頁。
51 島田，前掲インタビュー調査（注45）。
分かれ，ハード部会は商店街の30年後を想定した「みやのかわ30年構想」を策定し，ソフト部会
はこの30年構想に向けたイベントを計画し，その中で消費者の生活行動が夜型に移行しているこ
とに注目し，また，地域の伝統的な祭りで多くの人が夜遅くまで集まる「秩父夜祭」にヒントを得
て，1987年（昭和62年）10月に始まった49。毎月第 3 土曜日の午後 7 時から11時まで，歩行者天
国として地域開放された国道299号のみやのかわ大通りには，各商店が出店したり，商店街が主催
するオリジナルのイベントが開催されたりで，秩父市近隣の秩父郡の住民までも集まり，100回目
のナイトバザールには，人口約 6 万3,000人の秩父市に 2 万人の人出で賑わった50 ほどであった。
2006年（平成18年）3 月に開催された第222回を機に，毎月の開催から年 5 回（4 月・6 月・8 月
・10月・12月）の開催に変更されたものの，その後も定期的に開催された。この2016年 8 月の開
催は271回を数え，市民にすっかり定着している。
では，なぜこうも継続できたのであろうか。その秘訣は，◯新企画イベント，◯おまかせ主義，
◯お得意さんづくり，の三つにある51。
◯の新企画イベントは，ナイトバザールは雨の日も中止にしない。商店街が主催するオリジナル
のイベントは，新聞を遠くまで飛ばすことを競う新聞投げゲーム，宮側屋台わっぱ（屋台を動かす
車輪）の重さ当てクイズ，体に万歩計を着けて体を動かし時間内に決められた数字と万歩計の数字
を合わせるゲーム，車が当たる抽選会，秩父鉄道の開通を記念した電車ごっこ等の数々で，「同じ
ことは二度とやらない」新企画ばかりを実施し，マンネリ化を防ぎ来街者を飽きさせないことをや
ってきたからだ。なお，これまでにやってきたイベントは800以上にもなる。
◯のおまかせ主義は，商店街のイベントとなると一つ一つの事柄まで理事会で承認を得ることが
多いが，大枠を決めたら，動く人を信頼して任せ，口を出さずにやらせてみる，という「おまかせ
主義」である。そのため，今まで一度も商店街活動に顔を出さなかった若手が，楽しいイベント企
――
52 島田，前掲インタビュー調査（注45）。
図 みやのかわ商店街からお知らせ
出所秩父市『広報ちちぶ』2006年 9 月号・No18，2006年 9 月，13頁。
画を提案し，自分が責任を持ってやるケースが非常に多くなってきている。
◯のお得意さんづくりは，ナイトバザール日に売上げが大幅に増えることは余りないが，以前か
ら顔を合わせたことがある来街者と初めて会話をしたり，初めて名前や住まいを聞いたり，といっ
た「お得意さんづくり」を意味している。
. 買い物代行“御用聞き”・出張商店街“楽楽屋
らくらくや
”・ボランティアバンクおたすけ隊
本組合の高齢社会に対応した三つの商店街活動を，その始めた理由，実施内容，成果等について
実施順にみてみる。
 買い物代行“御用聞き”
最初に実施した「買い物代行“御用聞き”52」は，高齢化が進み体力が衰え買い物に不自由して
いる高齢者が増えていることから，ナイトバザールの開催回数を毎月の開催から年 5 回の開催に
減らした代わりに，2006年（平成18年）4 月から新規の商店街活動として始まった。配達エリア
は秩父市及び郡の全域とし，商店街内の店舗で扱っている商品はもちろんそれ以外の商品であって
も電話で注文を受け付けて，自宅まで配達する。配達料は，近距離なら290円，遠距離なら地域に
よって490円か710円を商品代金と一緒にいただく。詳細は，秩父市の「広報ちちぶ」において，
図 3 の「みやのかわ商店街からお知らせ」として広報されているが，希望者には定期的に御用聞
きの電話をかけたり，一人暮らしやお年寄りの見守り運動も行う仕組みになっている。
なお，この買い物代行は組合専務理事が担当し，自分のお店で電話注文を受け，お店の車で配達
する。この活動のために新規の専任者を雇用したり，新規の配達車両を購入したりという新たなコ
ストをかけると採算が合わなくなるため，既存の人材や設備を活用するという余力活用の営業方策
となっている。
――
53 島田，前掲インタビュー調査（注45）。
写真 出張商店街“楽楽屋
らくらくや
”の様子
出所みやのかわ商店街振興組合『みやのかわ商店街振興
組合 HP』出張商店街，http://www.miyanokawa.
com/ torikumi.html#rakurakuyaaccessed20169
17）。
では，この買い物代行“御用聞き”の成果は何であろうか。もちろん配達することにより売上げ
の増加になるが，それ以上にその配達をきっかけに顔見知りになることにより定期的な御用聞きが
可能となって，個店・商店街の「お得意さんづくり」に大きく貢献していることにある。
 出張商店街“楽楽屋
らくらくや
”
この買い物代行から発展し2006年（平成18年）6 月から始まったのが，「出張商店街“楽楽屋
らくらくや
”53」
である。これは，高齢者施設のスタッフから「入居者は，本当は自分で商品を見て選びたがってい
る」という言葉を聞き，それなら自分達の商店街の店舗全部を持ち込んでやりたいものだ，との思
いを実現させたものである。この活動は，組合役員等 3～5 人が交代で，商店街内の店舗で扱って
いる衣料品，日用品，雑貨，飲料そして菓子等の商品をワゴン車に積み，高齢者施設（老人ホー
ム，介護施設等）に持ち込み，写真 1 の「出張商店街“楽楽屋
らくらくや
”の様子」のとおり商品を陳列し，
対面販売を行うものである。現在（2016年）の出張回数は月10回程度であるが，高齢者施設ばか
りではなく，山間地域で買い物がしたくてもできないという買い物弱者まで拡大している。
やはり，買い物代行により欲しい商品を届けることと違い，今まで買い物ができなかった高齢者
等が自分の目で見て自分で選んで買い物する時の表情は，笑顔で満ち溢れているそうだ。
では，この出張商店街“楽楽屋”の成果は何であろうか。販売時間は 1 時間程度であるために
売上金額自体はさほどではないが，この出張商店街の翌日に別の色の商品が欲しい等との追加注文
があったり，中には下着から衣類全てを購入する高齢者もいて，個店・商店街の「お得意さんづく
り」に大きく貢献していることにある。
――
54 島田，前掲インタビュー調査（注45）。
図 ボランティアバンクお助け隊の仕組み
出所島田憲一（前理事長）へのインタビュー調査（調査
日201683）をもとに筆者作成。
 ボランティアバンクおたすけ隊
2007年（平成19年）8 月から始まったのが，「ボランティアバンクおたすけ隊54」である。秩父
市と秩父郡（横瀬町，皆野町，長瀞町，小鹿野町）の秩父エリア（1 市 4 町）の高齢率は非常に高
く，約 3 万人の高齢者がいる。この内の約5,000人が介護認定を受けているということは，逆の発
想をすると約 2 万5,000人もの元気な高齢者がいることに着目し，元気な高齢者が支援の必要な高
齢者（障害者，子育て中の人を含む）の生活支援を行う有償ボランティア制度である。生活支援は，
買い物代行，散歩や買い物の同伴，清掃等の家事手伝い，庭の手入れ等と，依頼主の高齢者等の要
望により様々である。
その仕組みは，図 4 の「ボランティアバンクおたすけ隊の仕組み」のとおり，◯生活支援の必
要な高齢者等は，おたすけ隊事務局（本組合事務局）において，「おたすけチケット」（1 枚800円
で 1 時間の生活支援を受けられ，10枚まとめ買いすると 1 枚サービスとなる）を購入する，◯生
活支援の必要な高齢者等は，必要な生活支援をおたすけ隊事務局に申し込む，◯おたすけ隊事務局
は，登録されているボランティア・スタッフの中から選定し，派遣する，◯派遣ボランティア・ス
タッフは，高齢者等に依頼された生活支援を実施する，◯高齢者等は，生活支援の完了後に派遣ボ
ランティア・スタッフに，おたすけチケットを支払う，◯派遣ボランティア・スタッフは，おたす
け隊事務局において，おたすけチケット 2 枚（1 枚500円に換算する）ごとに 1 枚の秩父市共通商
――
表 ボランティアバンクおたすけ隊の実績
年 度 年間総利用時間数 利用者登録数(年度末時点)
ボランティア登録数
(年度末時点)
2015年度(平成27年度) 753時間 294人 111人
2014年度(平成26年度) 738時間 267人 107人
2013年度(平成25年度) 671時間 242人 106人
出所埼玉県から提供された該当データを基に筆者作成。
写真 コイン型商品券「和同開珎」
出所筆者が撮影し作成。
55 島田，前掲インタビュー調査（注45）。
56 秩父商工会議所『コイン型商品券「和同開珎」（秩父市共通商品券）』，http://www.chichibucci.or.jp/
category.php?id＝40（accessed2016917）。
品券「和同開珎」（額面1,000円）と交換する，又は，その実績を自分自身や家族のために利用する
ために，おたすけ時間を貯蓄（ボランティア貯金）する，◯ボランティア・スタッフは，この秩父
市共通商品券「和同開珎」を使用し商店街で買い物をする，というものである。なお，おたすけチ
ケットの購入と交換の差額300円は，おたすけ隊事務局の手数料となる。
本組合の事務局がおたすけ隊事務局となって，多くのチケットや金銭を取り扱うことができるの
は，任意団体ではない法人格を有する商店街振興組合に対する目にみえない大きな信用力もあるか
らだ55，とのことである。
最近の実績は，表 9 の「ボランティアバンクおたすけ隊の実績」の示すとおり，2015年度の年
間総利用時間数は753時間，2015年度末時点の利用者登録数は294人，2015年度末時点のボランテ
ィア登録数は111人であり，これらを2013年度末と比較すると，それぞれ12.2増，21.5増，4.7
増と，いずれも増加を記録している。
なお，この秩父市共通商品券「和同開珎」は，写真 2 の「コイン型商品券「和同開珎」」のとお
りであり，1999年（平成11年）に秩父市商店連盟事業協同組合（事務局秩父商工会議所）が発
行した日本初のコイン型商品券である，その後も定期的に発行され，2002年（平成14年）からは
有効期限がなくなり，販売価格は 1 枚980円（額面1,000円），プレミアムは 2，加盟店舗の約480
店舗において使用可能である56。もちろん，みやのかわ組合の商店街の店舗もこの加盟店舗になっ
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57 厚生労働省は，高齢社会対策の大綱において，高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ
自立した日常生活を営むことができるようにするため，医療，介護，予防，住まい，生活支援サービスが一
体的に提供される「地域包括ケアシステム」の確立を目指している。このシステムを「地域包括ケア」とい
う。詳しくは，内閣府『平成28年版高齢社会白書』，日経印刷，2016年，165頁，を参照のこと。
58 埼玉県「地域支え合いの仕組み実施団体一覧（実施主体別）」『地域支え合いの仕組み』，https://
www.pref.saitama.lg.jp/a0302/sasaeai/dantaisyutai.html（accessed2016917）。
59 内閣府『平成28年版高齢社会白書』，日経印刷，2016年，156頁。
60 内閣府，前掲書（注 6），4 頁。
ている。
また，この取り組みは，高齢者を支え合う地域包括ケア57 の福祉対策にも寄与する全国的にも珍
しい商店街活動であることから，◯高齢者等の日常生活の安心確保，◯元気な高齢者の介護予防，
そして，◯商店街の活性化の一石三鳥と評価され，埼玉県が進めている「地域支え合いの仕組み」
のモデルとなり，実施団体（2016年 1 月現在）は62団体に拡がっている58。
ところで，高齢社会対策基本法第 1 条（目的）では，「高齢化の進展に適切に対処するための施
策」を「高齢社会対策」と定義している59。よって，高齢社会対策は，高齢化の進展の速度に比べ
対応が遅れている国民の意識や社会のシステムが高齢社会にふさわしいものとなるよう不断に見直
し，適切なものとしていくことを目指すものであって，社会のシステム全体にかかわるものであ
り，高齢者のみを対象とするようないわゆる「高齢者対策」よりも広い概念であることに留意する
必要がある60，とされている。よって，このボランティアバンクおたすけ隊は，地域商店街の真の
高齢社会対策として大きな評価を受けている。
では，このボランティアバンクおたすけ隊の成果は何であろうか。派遣ボランティア・スタッフ
はおたすけチケット 2 枚ごとに 1 枚の秩父市共通商品券「和同開珎」（額面1,000円）と交換でき，
これを商店街内の店舗で使用することで売上げの増加となるばかりでなく，ボランティア・スタッ
フの定年退職者が商店街内の店舗で買い物することにより新たな顧客の獲得につながっていること
にある。なお，派遣ボランティア・スタッフは，この秩父市共通商品券「和同開珎」を使用して，
本組合の商店街に限らず，市内の他商店街の加盟店舗でも買い物できるため，市内の商店街全体の
活性化にもつながり，地域経済及び地域社会にも大きな貢献を果たしていることになる。
ただ，買い物代行“御用聞き”は，ボランティアバンクおたすけ隊が定着するのに伴い，そのお
たすけ隊の中で買い物代行を希望する高齢者等が多くなってきたため，現在は完全に中止している。
これら高齢社会に対応した商店街活動の共通した成果は，個店・商店街の「お得意さんづくり」
に貢献していることにあるが，本組合の商店街は空き店舗が 0（ゼロ）であることも，その大きな
成果の証しである。
. 地域商店街復活のための方策に関する考察
本稿の「高齢社会の現状と将来予想」から，我が国は1994年（平成 6 年）に高齢化率が14
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61 神野直彦『地域再生の経済学』，中央公論新社，2010年，3 頁。
を超え，倍加年数24年の世界最短で「高齢社会」となり，そして，高齢化率は今後更に進展し，
2060年（平成72年）には39.9に達し，国民の約2.5人に 1 人が65歳以上の高齢者となる社会が到
来すると推計されいることが確認された。しかも，高齢社会といっても，高齢化率は47都道府県
で大きな地域差が見られ，将来的にも大きな地域差が見込まれていることが確認された。このた
め，地域商店街においても，この高齢社会への対応は避けることのできない重要な課題であり，し
かも，それぞれの地域商店街ごとに，高齢社会の地域差に対応した商店街活動を創造していかなけ
ればならないことが浮き彫りとなった。
また，本稿.の「高齢社会の進展による地域商店街への影響」から，◯一番多い来街者層とな
った高齢者の増加，◯アクティブ・シニアと呼ばれる層の増加，◯インターネット利用率の高い高
齢者の増加，そして，◯買い物弱者，フードデザートという社会的現象の拡大に，迅速に対応する
商店街活動が求められていることが確認された。しかしながら，地域商店街においては，高齢者に
対する視点もその獲得のための取り組み意欲もまだまだ低く，高齢者マーケットを捉えきれていな
い現状が浮き彫りとなった。
更に，本稿.1 の「秩父市の概要」から，秩父市の人口は2016年の新設合併後から減少が続い
ており，現在（2016年 1 月 1 日）は65,311人，高齢化率は現在（同上）30.3と初めて30台に
突入し，その高齢化率は県内の63市町村の中では 9 位，40市の中では 1 位であることが確認され
た。小売業の状況は，2014年時点の商店数は539店，従業員数は3,445人，年間商品販売額は609億
6,300万円，そして，売場面積は 85,750 m2 であり，いずれも減少が続いていることが確認され
た。また，秩父銘仙を主力とした織物産業とセメント産業の基幹産業は秩父地域の発展に貢献して
きたが，時代の流れととともに衰退し，それにあわせて秩父地域も衰退しており，工業が衰退する
と地方都市の商店街も衰退する61 と言われるが，市内の商店街もかつての賑わいはみられないこと
が確認された。このため，本組合は，人口の減少と高齢化率の上昇が続き，工業の衰退も続くとい
う地方都市の中で衰退を余儀なくされている地域商店街と同じ環境に立たされていることが浮き彫
りとなった。
これらのことを踏まえたうえで，本組合の高齢者に対応した商店街活動の成功要因を分析する
と，次の三つにまとめることができる。
第 1 の成功要因としては，個店・商店街の「お得意さんづくり」という大きな旗印（コンセプ
ト）の下に商店街振興組合という組織をまとめ上げ，組合員店舗の英知を結集した商店街活動であ
ることが挙げられる。高齢社会に対応した商店街活動のいずれも，目先の売上げや利益をめざして
おらず，買い物代行では定期的に御用の電話をしたり，また，出張商店街では帰ってから別の色の
商店を届けたりと，お得意さんを継続的にフォローする仕組み確立している。正に，秩父市内の商
店街のそれぞれの個店は，最近観光客が増加してきているとはいえ，売上げの約80から90は
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62 島田，前掲インタビュー調査（注45）。
63 同上インタビュー調査。
「お得意さん」との商売で成り立っている62，ということを肝に銘じている。この「お得意さんづ
くり」は，約30年も続いているナイトバザールと全く同じで，ナイトバザール日に売上げが増え
ることは少ないが，以前から顔を合わせたことのある来街者と初めて会話をしたり，初めて名前や
住まいを聞いたりと，「お得意さんづくり」に役立っているというわけである。
第 2 の成功要因としては，本組合の「自主性」による商店街活動であることが挙げられる。高
齢社会に対応した商店街活動は，いずれも本組合の商店街自身で検討し行動に移したものであり，
しかも，国又は地方自治体等からの補助金や助成金に頼らない本組合独自の商店街活動である。こ
れは，やはり補助金や助成金に頼らないで約30年も続いているナイトバザールから醸し出され，
高齢化率が埼玉県内の40市の中で 1 位等の秩父市を取り巻く環境からの影響も作用していると思
われる。なお，自主性を保持するために工夫された，新たなコストをかけずに，既存の人材や設備
を活用するという余力活用の営業方策は大変有効であったが，継続的な拡大を図っていくためには
余力を活用するのみでは限界に至ると危惧される。
第 3 の成功要因としては，ボランティアバンクおたすけ隊は，高齢者を支え合う地域包括ケア
の福祉対策にも寄与する全国的にも珍しい商店街活動であり，加えて，秩父市共通商品券「和同開
珎」をうまく取り入れ，本組合の商店街ばかりでなく，市内の商店街全体の活性化や地域社会の活
性化にも貢献する仕組みであり，本組合の「革新性」に溢れた商店街活動であることが挙げられる。
この革新性は，自主性があったからこそ生まれたと思われるが，既存の商店街活動にこだわらずに
商店街として出来ることは何でもやる63 というチャレンジ精神は非常に重要である。
このように，高齢社会という課題に対応した商店街活動の成功要因は，「お得意さんづくり」と
いう旗印（コンセプト）の下に商店街振興組合という組織をまとめ上げ，自主性・革新性から醸し
出された商店街活動（方策）にあると分析できることから，商店街の復活のための方策としても，
「商店街の自主性・革新性を創造させる仕組みづくり」はその方策の一つになると結論付けられる。
. おわりに
全国各地の地域商店街が直面している高齢社会という課題に，買い物代行“御用聞き”，出張商
店街“楽楽屋”，ボランティアバンクおたすけ隊という商店街活動を展開し，個店・商店街のお得
意さんづくり，空き店舗 0（ゼロ）という成果のほか，市内の商店街全体の活性化や地域社会の活
性化にも貢献するという成果を収めている本組合の事例研究から，前述の拙稿において，商店街復
活の主体は商店街振興組合等の商店街組合が果たすべきであると位置づけ，その復活のための方策
の一つに挙げた「商店街の自主性・革新性を創造させる仕組みづくり」は，商店街復活のための方
策の一つになるとの結論に至った。
ただし，衰退著しい地域商店街は，この高齢社会という課題だけでなく，来街者の減少，空き店
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舗の増加，経営者の高齢化等による後継者難等の様々な課題にも直面しており，その一つ一つに対
応しない限り真の商店街の復活はあり得ない。よって，商店街復活のための方策の一つに挙げた
「商店街の自主性・革新性を創造させる仕組みづくり」は万能薬とは言い難いので，それぞれの地
域商店街でその方策の活用を考察する努力を重ねることも重要である。
また，商店街復活のための方策の継続性の観点からは，秩父市が条例改正により「敬老祝金」に
秩父市共通商品券「和同開珎」を利用しているように，地元自治体等が地域商店街を側面から支援
する方策も確立していく必要がある。
なお，今後は，前述の拙稿において，商店街復活ための方策として挙げたもう一つの「地域単位
で商店街を復活させる仕組みづくり」についても，事例研究を基に考察する必要があると考える。
